
【両角氏】 

 東京大学の両角と申します。よろしくお願いします。私の発表では、「学校法人制度

の特徴と課題―諸外国との比較から」という題目で、おもにアメリカと韓国と比較し

て、日本の学校法人制度がどういう特徴を持っているのかということをあらためて考

えてみたいと思います。 

発表の目的・内容 

 本発表の目的ですが、日本の学校法人制度の特徴について、アメリカ、韓国の私立

大学と比べて、共通点と差異点を明らかにしようというものです。アメリカにしても、

日本、韓国にしても、実態レベルでみれば、私立大学というのはかなり多様な存在で

す。その多様性まで考慮に入れて議論してしまうと非常に複雑になってしまいますの

で、今日はあくまでも制度面のみに着目して、どこが同じで、どこが異なるのかとい

う分析をしたいと思います。運用面については、先ほどの篠田先生も紹介されていた

アンケート調査の結果などをまた別の機会に報告させていただければ幸いです。 

なお、制度面に着目する際に、ガバナンスの観点と会計上の観点の二側面から見て

いきます。アメリカについては、日本の私立学校法に相当するような法令はありませ

ん。法令というよりもむしろ理念のようなものが共有されています。そこで、アメリ

カの大学に関しては、イメージに近い印象を抱かれるかもしれませんが、理念モデル

として捉えられているものをとりあげたいと思います。日本の私立大学も、韓国の私

立大学も、アメリカの大学の影響を受けていますが、取り入れているところが違うと

いうのが面白いと思いますので、理念型としてのアメリカ、日本、韓国の３つについ

て比較をしていきます。瀧澤先生のご発表にもありましたように、私立大学の基本理

念ということで、自主性、公共性、あるいは永続性、安定性という概念が、どの国の

私立大学においても共通に求められている達成すべき基本的な理念だと考えています。

これを担保するための制度的な枠組みが国によってどのようになっているのかという

ことを見ていきます。 

 

73 



ガバナンス 

 まずは、ガバナンスの話から入っていこうと思うのですが、ガバナンスで着目すべ

き第一のポイントは、大学の外部、おもに政府あるいは社会との関係をどう考えてい

るのかというものです。２つ目としては意思決定。つまり、誰が最終的に責任を持つ

のかということです。３つ目としては執行内部統制。具体的には教職員がどのように

経営に参画していくのかということですが、この３つの観点から比較をしていこうと

思います。 

U韓国の私立大学の概況 

 アメリカの大学の話については、これまでにも何度かお話をさせていただいたこと

がありますが、韓国の大学についてはこうした場でほとんどお話したことがないので、

具体的な分析に入る前に、簡単に韓国の私立大学の紹介をしておきたいと思います。

韓国の私立大学制度でも、「学校法人」という制度を持っていますが、これは世界的に

みても日本と韓国くらいで、非常に重要な比較の対象だと思っています。また、日本

と同様に私立大学が占める割合、あるいは私立大学で学ぶ学生の割合が８割弱で、私

学が果たしている役割が極めて大きいです。こうした共通点が日本と比べられるうえ

で、良い比較対象であり、互いに学びあえる対象だと考えています。日本の私立大学

がとても多様であるように、韓国の私立大学もかなり多様です。馬越徹先生の分類が

優れているのでご紹介したいのですが、私立大学を３つのグループに分けています。

まずは第一世代、たとえば延世大学や高麗大学など、もともと専門学校としてスター

トして、戦後に大学として再スタートした、プレステージが高い大学群です。２つ目

のグループが、韓国の高度経済成長期に設立された大学です。３つ目のグループが、

規制緩和がおこなわれた 90 年代半ば以降に設置された大学です。この第２、第３世代

に設立された大学は、資料にも書いておきましたが、いろいろな事情がありまして、

新興の財閥や地方の富裕層が設立したオーナー系の大学がかなり多いです。これは韓

国の私学の特徴といえるかと思います。また、スライド５枚目には、参考までに韓国

の大学数の推移を載せました。この数年、若干、大学数が減りましたが、基本的には
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ずっと増加傾向を示してきました。 

U分析対象の法令 

スライド６枚目には、分析対象とした法令をまとめました。日本の法令については

皆さんもよくご存知だと思いますが、私立学校法や学校法人会計基準などです。韓国

でこうした法令と対応するものが何に当たるのかを調べたところ、この６つの法令が

重要だということがわかってきました。さきほども述べましたように、アメリカにつ

いては、私立学校法というものがあるわけではないですし、何か法律を見ればアメリ

カの大学のガバナンスがわかる、財政がわかるといったような仕組みは採用していま

せん。そのため、たとえばガバナンスであれば AGB（全米大学理事会協会）という理

事の方々の専門職団体があり、そこで非常にたくさんのマニュアルが発行されており、

そういったものから理念的な姿を描くことにしました。 

Uアメリカの私大のガバナンス 

最初に、ガバナンスについて、アメリカの私学の特徴を簡単に述べておきたいと思

います。先ほど、篠田先生からも話がありましたが、日本と比べたときの最大の特徴

は、意思決定・執行・監督の役割が明確に分離されていることではないかと思います。

理事会のメンバーというのは基本的には大学関係者ではない人がなります。「素人支配

（レイマン・コントロール）」と呼ばれていますが、大学経営の素人の人々、たとえば

卒業生や地元の有識者が理事になっていることが多いのですが、彼らが「大学は将来

どこに行くべきか」という大きな目標、方針というものを決める、つまり意思決定を

担当しています。それを具体的に、たとえば５年、10 年で実際に行うのが学長の役割

です。いわゆる「大学経営のプロ」といわれるのは学長で、執行は学長が担います。

理事会はそれを見ていて監督する、あるいは必要に応じて支援をするというように役

割分担が明確です。意思決定・執行・監督の役割が組織によって明確に分かれている

というのが日本とは全く異なる特徴だと思います。理事のためのマニュアルなどを読

んでも、理事会の重要な仕事というのは、「大学の過去、現在、将来を守ること」であ

り、たとえば永続的に保有すべき基本財産を維持・発展させること、あるいは中長期
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計画を策定するように学長に言うこと、あるいはそれを実現できる学長を選ぶことに

なります。つまり、理事会は長期的な維持発展、学長というのは決められた期間、短

期的な課題の解決を担うという役割分担が明確です。また、アメリカの私学のもうひ

とつの大きな特徴は、現職の教職員は基本的には理事メンバーにならないことです。

もちろん教職員というのは学内の様々な情報を一番持っている人たちなので、議論の

過程には積極的に参加します。たとえば、理事会の下にはいろいろな委員会がありま

す。たとえば、教学の委員会や、寄付募集の委員会などがあり、そうした委員会に委

員として教員が参加して議論に参加することはよくありますが、最終的に投票（ボー

ト）する際には、直接利害を受ける人が決めるのはいけないだろうということで現職

の教職員が理事になることが排除されているのです。個人の関心から切り離したかた

ちで大学を運営することが重要だという理念がしっかりと浸透しているところがアメ

リカの大学の特徴だと思います。また、こういう制度を作っている大学とそうでない

大学が実際にはあるのですが、自己継続的な理事の選出方法、つまり、理事会の内部

で誰かが抜けたときにつぎの理事を誰にしようかを自分達で選び、それによって大学

運営の永続性を図っていくというような方法があるのも面白い点かと思います。政府

から高い独立性を持って、大学を作るときに自由である代わりにアクレディテーショ

ン制度によって大学同士でお互いに認めあうようなかたちで発展している、こういう

総合的な仕組みで自主性、公共性、永続性を担保しているのがアメリカの私学だと思

います。 

Uガバナンスの日韓比較 

では、日本と韓国はどうなのでしょうか。参考資料に、私立学校法の日韓比較をし

た表を作ってきたので、そちらも参照してもらいながらお聞きください。日本も韓国

も、私立学校法の第１条において自主性と公共性の両方を達成するのがこの法律の一

番の目的だと書かれています。表を作って整理してみると、掲げられている項目が似

ていますが、よく見るとかなり違う点もあり、そこに日本の特徴、韓国の特徴が明確

にでているように思いました。順に説明していきます。 
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＜政府との関係＞ 

まず１つ目は政府との関係です。日本の場合は、戦前の強権的な私立学校令に対す

る強い警戒感があり、実際には監督庁だと思うのですが、その名前を絶対に使わずに

「所轄庁」と呼んでいますし、私立学校法の中に、指導・監督といった言葉はいっさ

い登場しません。それに対して、韓国の私立学校法では「管轄庁」という言葉を使っ

て大臣の指導・監督を受けるということが明記されています。これは歴史的な事情の

違いもあるかもしれませんが、この表現の違いは非常に大きな違いだと思います。次

に、大学を設立する際に、日本の場合は資産要件と寄付行為の法令違反がないかを審

査したうえで認可すると書いてあります。わざわざこれが書いてあるということは「こ

れ以外について口を出すな」という意味だと思いますが、それをチェックしたうえで

さらに、「あらかじめ私立学校審議会等の意見を聞かなければならない」ということに

なっています。つまり、必ず、中間組織の意見を聞くことが設立の際にも必要な条件

になっています。この中間組織（私立学校審議会）は、もともとは私学関係者が多数

入るという規定がありましたが、いまは私学関係者の割合自体の規定はありません。

ただ、私立学校審議会の意見を聞かなければならない点に変更はありません。それに

対して、韓国の場合はそういう規定がなく、大統領令で認可しますし、長官と個々の

大学の関係です。日本は政府と私学の間に私学の団体のような私立学校審議会の意見

が入ることが織り込まれているのに対して、韓国の場合はそれがないところが大きく

異なります。政府の影響を直接に受けやすいかどうかという点でこの違いの意味は大

きいかと思います。 

続いてスライド 11 枚目になります。たとえば問題の学校が生じた場合の変更命令に

ついて、日本の政府は私学に対して基本的には変更命令ができないというような法律

になっていました。学校教育法の改正で教育面については段階的な是正ができるよう

になってきましたが、現時点でも、経営面、財政面で何か問題や法令違反が起きたと

きの変更命令がどういうかたちで出せるのかが法律上に明確に書かれていないと思い

ます。ずいぶん昔の話ですが、名城大学事件など、実際に問題学校が生じた際に特別
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法を作って対応せざるをえなかったのは、私学法で政府が変更命令をできない規定に

なっているためでした。これに対して韓国の場合は、教育科学技術部長官の紛争の調

整委員会というものを設置するという規定があります。2005 年の私学法改正で織り込

まれました。この委員会のメンバーもトップダウン型に決められるのですが、この人

たちが各学校に配置する臨時の理事というのを選びます。このように各大学において

何か問題が生じた際に解決していくための直接的な手段を政府は明確に持っています。

ここはかなり違う点だと思います。 

解散命令については、どちらの国にも規定があります。ただ、日本についてはこれ

までに解散命令が出されたことがないので、どのような段階、条件がそろえば発令さ

れるのか、私自身はまだよくわかりませんし、共通理解はないと思います。韓国につ

いても同じような議論があったのですが、最近、不正私学や経営難私学の問題が社会

問題化してきたので、この解散命令をどういう条件で出すことができるのか議論がか

なり進んできました。詳しくは、つぎのスライドにでていますので、ご関心のある方

はご覧ください。 

次に残余財産ですが、学校をなくすときに財産をどうするのかという規定ですが、

韓国の場合は国庫に帰属されます。日本の場合も、国庫あるいは、（国に戻されても手

続きが大変なので）寄付行為であらかじめ規定しておく教育をおこなう事業、教育の

ために出されたお金は教育のために使われるようにするべきだというかたちで残余財

産の使い方が決まっています。 

助成支援については、どちらの国もありますが、日本の場合は経常費補助があるの

に対して、韓国の場合は経常費補助がないというような違いがあります。 

先ほど少し述べた韓国の大学で認可取り消しのための仕組みが作られた件について

は、詳しく説明しませんが、２つのルートがあります。ひとつは明らかに重大な不正

をした大学については監査して、「直しなさい」と言っても改善されない場合は閉鎖命

令を出すというので、実際に２校くらい閉鎖命令がでています。もうひとつは、たと

えば学生の充足状況や就職率とかいろいろな指標を使って大学としての体をなしてい
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ないような大学を選び出し、補助金の応募資格をなくしたり、学生がローンを申し込

めなくなったりするペナルティーを科します。それを強化していって、最終的に本当

にだめだとなったら退出、認可取り消しというようなルートが整備されています。ま

だこちらのルートで退出に至った大学はありませんが、認可取り消し候補校はすでに

何校か選定されています。このように大学の退出について、韓国では議論も非常に多

くなされていますし、このように実態も進みつつあります。もしご興味がありました

ら、私が書いた論文があるのでぜひお読みいただければ幸いです。 

＜公共性を高めるための内部管理の工夫＞ 

以上では政府との関係に着目しましたが、公共性を高めるための内部管理の工夫と

いう点でも日韓ではかなり考え方が異なっています。表にしたがって順に説明してい

きます。理事の定数などについては日本が５人以上で韓国が７人以上という違いがあ

ります。理事に誰がなれるかという制限について、親族と外部者について規定があり

ます。親族については、日本の場合は１名に限定、韓国の場合は理事の４分の１を超

えてはいけないというような制限がかかっています。外部者についての規定は、日本

の場合は必ず入れなくてはいけないと最初から決まっていましたが、韓国の場合は

2005 年に（日本とほぼ同時期ですが）私学法の大改正がありまして、そのときに開放

型理事とよばれる外部理事を入れることが義務づけられたのがあって、今は外部の人

が入るようになっています。それ以外の制約について、日本では規定はありませんが、

韓国にだけ設定されているルールがいくつかあります。具体的には、学校長以外の教

職員が理事とかになれないという規定ですが、これは非常に大きな違いで重要な論点

だと思います。また、日本では禁止されていませんが、韓国の場合は、理事長が設置

校の長を兼職することができない点も大きな違いです。 

スライド 14枚目には理事会の機能についてまとめました。日本については 2004年

の私学法の改正まで「理事会」という単語が私学法の中のどこを探してもでてこなか

ったのですが、2004年の改正で規定化されました。理事会の機能については「法人の

業務を決し」という曖昧なかたちで法律上は設定されています。それに対して、韓国
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についてはこういったいくつかの点について審議するのが理事会だということがかな

り明確に書かれています。重要だと思う箇所に下線を引きましたが、たとえば私立学

校の長や教員の任命、設置した学校の経営に関わる重要事項などが書かれています。

こういったものは日本の場合、理事会側と教授会側のどちらの責任なのかが不明確で

たまに問題になることがありますが、韓国の場合は理事会の専断事項が具体的に書か

れている点が大きく異なります。 

監事についてはほぼ同じですが、日韓で違うのは評議員会です。日本の場合、私学

法が制定された時から、理事会の暴走を抑制するために、理事定数の２倍以上の評議

員からなる評議員会というものを必ず置くことで公共性を高めようとしているのが大

きな特徴でした。それは別の審議機関として機能させるための工夫でしたが、責任の

所在があいまい、意思決定のスピードが遅くなるなどの問題点が指摘され、2004年に

改正され、今は諮問機関か議決機関かを各学校法人が選べるようになりました。ただ、

評議員会という組織は必ず置かなければならない、しかもそれを卒業生や教職員がこ

ういうところに参加する組織として置いたところに日本の私学の特徴があります。そ

れに対して、韓国ではもともとは置いても置かなくてもどちらでもよかったのですが、

2005 年の私学法改正によって、大学評議委員会という教員など構成員が参加するかた

ちの機関を審議機関として置くことになりました。韓国で 2005 年に私学法の大改正が

行われたという話を先ほどからしていますが、当時、オーナー私学の不正が問題にな

っていたということで、民主性・透明性・公共性を強化するための様々な改正が行わ

れました。たとえば、外部の理事である開放理事制度を導入するとか、教員や構成員

が参加するかたちの大学評議委員会というものを審議機関として入れようとか、ある

いは親族の理事制限の基準を厳しくするといったような改正をしました。これに対し

ては、いまだにいろいろな議論があるようで、たとえば開放理事制度によって雇用さ

れている教員が理事になって経営に参画するということは問題があるのではないかと

か、あるいは何か問題が起きたときに臨時の理事が設定されるという話を先ほどしま

したが、こういうのは経営者の財産権や経営権が侵害されるのではないかとか、いろ
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いろな議論が尽きないようです。もうひとつ韓国の議論ということで、最近起きてい

るのが、先ほども話した大学の退出についての話題です。18 歳人口の減少に伴い、経

営難の私学が増えてきました。自主性の原理からいうと私学に自主的に撤退してほし

いのですが、誰も撤退しません。そこで、なぜなのか、どうすれば退出するのかがか

なり議論されました。たとえば解散に関する基準が不明確という問題点、利害関係者

の扱い、オーナー系が多く、自分の財産を投げうって学校を作っているのに潰れたと

きには全て国に取られるのでなかなか退出しないなど、このようなことが熱心に議論

されて、先ほど説明したようなルールが運用されるに至りました。また、一般の国民

には否定的に捉えられているようですが、私事性を強めて撤退を促す法案（たとえば、

残余財産の一部をオーナーに返すなど）が一部の国会議員から継続的に出されるのも

韓国の特徴のようです。 

U比較から見えてきた日本の私学の特徴 

こうして見てきたときに、日本の私立学校法の特徴があらためて浮かび上がってき

たように思います。ひとつ目は政府からの統制や支援が間接的であるという点です。

韓国の場合、国家と私学の関係が直接的であるのに対して、日本の場合は設置のプロ

セス、補助金の交付など、必ず私学の団体というか中間組織が、政府と私学の間に入

ってくる仕組みになっています。つきつめて考えてみますと、私立学校の自主性とい

うときに、韓国の私学法では、個々の機関の自主性を念頭に置いているのに対して、

日本の私学法では、個々の機関の自主性を重んじているのか、あるいは集団としての

私学に対して自主性を与えているのか、という疑問がわいてきます。外国の研究者か

ら、「日本の私学は、自由度も高いのに経常費補助ももらえるうらやましい制度だ。な

ぜこうしたことが可能なのか」と聞かれたことがありますが、その答えは私学の自主

性・信頼というのが、個々の機関というよりも、集団としての私学そのものに与えら

れているからではないかと最近考えています。いずれにしても、私学の自主性という

問題を、今こそ再考してもよいのではないかという気がしています。たとえば問題の

ある私学がでてきたときも、個々の機関に任されているとすると政府と個々の大学の
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直接のやり取り、つまり先ほど韓国のような議論が進むのだと思いますが、私学総体

として何を対処することが求められるのか、可能なのかとか、そういうことを考えて

いくことも過剰な政府からの統制を防ぐうえでも必要になってくるかと思います。 

もう一点のガバナンス上の日本の私学の特徴ですが、公共性を高めるための内部組

織上の工夫は、むしろ韓国の私立学校法のほうが多いという気がしました。たとえば

教職員を排除するとか、理事長と学校長を兼ねないということもそうです。一部のオ

ーナー私学の不正が社会問題化しているからこそ法律で公共性を高める必要があった

という面もあるかもしれません。また、理事会が強い権限に書かれている法律である

ということも、オーナー私学が理事長の専断を生んでしまう面があったというのもあ

るからこそ、別の観点からの規制が必要になったのかもしれません。日本の場合は、

もしなんらかの不正があれば経常費補助金が受けられなくなるとか別のかたちでの統

制が働く仕組みもあるので、私学法だけ見てどちらがどうかということを言ってしま

っていいのかはわかりませんが、少なくとも私学法だけみればそうなっています。 

また、教職員が経営に直接参画することがかなりあたりまえに認められているのが

日本の特徴かと思います。この良さを生かしつつリスクの回避、たとえば所有性の問

題も必ずしもオーナー理事長が私学を自分のものだと思い込むというだけではなく、

大学内で働いている教職員や教職員出身の理事がそう思い込むことリスクもあるかも

しれません。教職員の参加志向は「学校を良くしたい」という強い思いを引き出すと

いう良い面もある一方で、「自分のものだ」と思ったらでてくる危険性もあるかもしれ

ません。そういったものを回避するような方策が必要なのではと思いますが、個別大

学レベルで行う努力であり、制度レベルで検討すべき問題ではないように個人的には

思います。兼職のことについては、これもどう考えるのかというのもひとつの論点に

なると思います。理事会と教学の関係は韓国のほうが明確にみえましたが、日本が曖

昧なのは多様な形態を認めていることの裏返しではないかと思いますが、これも議論

して考えてもよいポイントではないかと思います。 
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財務会計制度 

つぎに、財務会計の話に入ろうと思います。私学の財務基盤の本質とはなんだろう

とあらためて考えますと、いくつかのポイントが挙げられます。まず授業料が収入の

中心であるということ。良い教育をするためには、当前なのですが、お金がかかるの

で資金はいくらあっても足りないこと。しかし、非営利組織であり、利益を出すこと

が目標ではないということ。一定の基本財産を持って運営されていること。このあた

りが、私学の財務会計上の本質にあるのではないかと思いました。それを、それぞれ

の国でどのようなかたちで担保しているのかをみていこうと思います。 

Uアメリカの基本財産 

まず、理念モデルとしてのアメリカの私学について説明します。すべての私学がそ

うではないのですが、Endowment（基本財産）を潤沢に持って、それを運用した果実

で、支出はいい教育をしようと思うとたくさんお金がかかるから、足りなくなるもの

をこの果実で支えようというような理念的なものがひとつあるのではないかと思いま

す。ハーバード大学などは典型だと思いますが、ハーバードのように収入の３割ぐら

いを運用果実で賄っている大学というのは極めて例外的で、そうではない大学の方が

むしろ多いです。先ほど示した財務モデルでとくに何に注意が払われているのかとい

うと、世代間の公平性という観点で、この点についての議論は多く行われています。

たくさん基本財産があっても、その時々の経営者が好きに使っていいわけではなくて、

学生から授業料をもらって経営を成り立たせているので、世代間の不平等がないよう

に基金からの支出についてのルールを定めて、ちゃんと説明することが求められてい

ます。そういった観点に注意を払っているというのが、こういう理念モデルを運用す

る際のアメリカの大学の配慮の形だと思います。 

U日本の会計制度 

では、日本はどうかというと、ここにいらっしゃる皆さまには自明のことですけれ

ど、私立学校の会計基準というのは経常費補助金を開始するにあたってできた学校法

人会計基準がベースになっています。目的は、財務の自己分析、関係者への説明責任、
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国の助成方策の実施ということで、公共性、自主性、永続性、予算制度をかなり重視

した会計制度になっているかと思います。それを担保するために、あとで詳しく説明

しますが、基本金制度あるいは減価償却とか損益計算を当時導入したのは、かなり先

進的だったと思います。あるいは合併などを認めた等あります。また、私学法では監

事をおくという規定しかないのですが、経常費補助金をもらうということで、公認会

計士の監査を受けるようになっていますが、これもこの助成法によってやっているも

のです。私学財政に対して補助金を出す一方で、財務会計上のチェックもしますよと

いうことが、このときに制度になったと思っています。日本の私学の財政の基本的な

考え方として、一番大事なのは消費収支均衡ということではないかと思います。私学

の財政が厳しくなる理由として、建物などの固定資産を取得するのに一時的に巨額の

資金が出て行ってしまい、資金が不足しがちになるというのが一番大きいです。建物

を建て替えたりするたびに、その都度、大きなお金が出て経営が危なくなるのはまず

いので、「もっと計画的に事前に組み入れたりしましょうよ」という考え方です。あら

かじめ少しずつ差し引いておいたうえでの収入（消費収入）とその時々の支出を均衡

させていれば、急激に財政が悪化することはないだろうという考え方が一番基本にあ

るのではないかと思います。そのときに考え出した仕組みというのが基本金組入とい

うものです。普通であれば、収支からストックにお金が流れるというと一般的には余

剰金や利益のように捉えられてしまいますが、非営利組織で補助金をもらう組織で利

益を出すというのはおかしな話になるのですが、「これは必要なものを先取りするため

のものだ」という基本金組入の仕組みを作ったところが日本の学校法人会計の一番す

ばらしいところではないかと私自身は思っています。いわばアメリカとは真逆の発想

でできているのが日本の学校法人会計の仕組みです。 

実際の基本金組入率が戦後どう推移していったかをみますと、基本金組入率が 20％

ぐらいあって、その後 15％ぐらいを維持していたときがあり、最近は全体平均で 10％

程度です。収支が厳しくなる大学も多いので、将来必要な分までは賄えず、消費収支

でみると赤字になっている大学もありますが、こうして長期的な観点で基本金組入と
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いうかたちで先取りをして蓄積できたことによって、私学がここ何年も経営危機では

ないかと一般的に騒がれるよりもずっと良い経営状態にあるのではないかと考えてい

ます。 

U韓国の会計制度 

韓国の私学はどうかというと、アメリカの理念モデルにかなり近い発想をしている

と思います。韓国の大学では、法人の会計と学校の会計を明確に２つに分けて処理す

ることが求められています。授業料を集める学校会計から法人会計のほうにお金を入

れることは禁止されています。日本の場合ですと、これが基本金組入のイメージに近

いのですが、韓国ではこれは禁止です。その代わり、必要な施設と財産を備えなけれ

ばならないことが私学法に書かれています。具体的に何かというと、教育用の基本財

産、建物や設備みたいなものと、もうひとつ収益用の基本財産という二種類がありま

す。これはつぎのスライドに詳しく書いてありますが、大学の場合であれば 100億ウ

ォン以上は持ってなくてはいけません。そのお金を運用して経常収支にまわすのです。

そしてその運用の収益率は 3.5％以上生むようなものを持っていなくてはなりません。

そうして運用したお金を、どうしても足りなくなりがちな学校の会計を支えるために、

「法人繰入金」とか「転入金」という形でサポートしなさい、ということになってい

ます。運用したお金のうち 100分の 80 以上はこれにあてなさいというような仕組みに

なっています。ですから、先ほど説明したアメリカの理念モデルをそのまま制度にし

たようなかたちだと私自身は捉えたのですが、日本とはまったく違う発想だというこ

とがお分かりいただけるかと思います。こうした制度がありますが、実態はどうなっ

ているのかというと、収益用の基本財産は、実は確保率がけっこう低いです。「法令で

規定されているのに、確保してなくていいのか」と疑問に思うのですが、確保してい

なくてもとくにペナルティーはないので、なかなかその収益用の基本財産、先ほどの

100億ウォンを積んでいない学校もかなりあるそうです。ということは、必然的に法

定繰入金というものも期待されているよりは少ないことにつながります。2008年の数

字をお示ししますと、授業料は収入に占める割合が 67％で、転入金が占める割合は７％。
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この分は授業料分を減らせたのでしょうけれど、「授業料を下げる効果は不十分だ」と

いう議論が韓国ではされています。しかも、大学間の格差が大きく、こういう収益用

の基本財産をきちんと持って理念どおりに運用している学校もあれば、まったくそう

いったものを持てずにやっている学校もあるという問題もあるようです。次のスライ

ドは参考までに載せたのですが、収益用基本財産とは具体的にどういうもので構成さ

れているかというのをみると、土地など、収益性が低い資産が多くて、なかなか難し

い状況にあるということがいろいろなレポートを見ると書かれています。つまり、韓

国の財務会計上の考え方や理念は本当にすばらしいと思うのですが、実際はなかなか

うまく機能していないのではないかという印象を受けています。そのために何が起こ

るかというと、教育するためにはお金がかかるので、どんどん授業料があがっていく

ということです。授業料もこれ以上（何％以上）はあげてはいけませんというルール

があるのですが、そのぎりぎりまであげる大学がほとんどです。授業料の高騰が就職

難などの厳しい状況もあいまって大きな社会問題になって、昨年、半額授業料を求め

る大きな議論が起きました。その議論をみていると、たとえば学費還元率が低い、つ

まり、「学費として徴収した分は、基本的にその学生にきちんと使う」というような考

え方なので、学費還元率が低いということがものすごく批判されています。授業料と

いうか収入の一部をとっておいて、将来たとえば建物を建てたりすることに使うとい

うのは、日本の感覚からすると当たり前と思いますが、こういった仕組みの中ではも

のすごく批判されています。また、そもそも大学の財務運営に対する不信感のような

ものも最近の議論をみているとかなりでてきており、結果的にはかなり大規模な監査

をおこなうというような動きが出ています。理念はいいのですが、実現が難しいため

に様々な問題が起きているように見えます。半額授業料問題などは、結局、あまりに

も大きな社会問題になったので、政府もかなりのお金を出して授業料引き下げの政策

もとられました。結果的には数％の授業料値下げの大学が多かったですが、最近の韓

国ではこのようにさまざまなことが大きな動きがあるようです。 
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U比較から見えてきた日本の私学の特徴 

アメリカ、韓国を比較対象としたことで、日本の学校法人会計にどのような示唆が

あるのだろうかと考えてみました。今も、学校法人会計というものの見直しの議論が

続いていますが、基本金組入という概念自体はやはり維持すべき必要があるのではな

いかと思います。基本金組入の考え方を認めないと、基本的にはアメリカの理念モデ

ル型の発想になると思いますが、アメリカの私学でもこれを実現できているのはごく

一部の私学にとどまりますし、韓国の私学についても同様で、「理念は良くても実現が

難しい制度」に変えるメリットは感じません。どのような分析をしてもいつもその結

論に至ってしまうのですが、今回も比較を通じてあらためてそのように感じました。

ただ、もちろん現状のままですべていいというわけではなく、わかりにくいなどの改

善はしていく必要があると思っています。 

また、日本の会計財務に何も問題がないかといえば、「世代間公平」や「学費還元」

というアメリカや韓国で重視されているような考え方について、本当に十分に考慮さ

れ、あるいは説明がされているのか、という点で課題があるように感じます。私学全

体でみると基本金組入率の額と施設整備費の額がほぼ同じくらいで、私学が不当に貯

め込んでいるわけでもないのだというのは分析すればわかるのですが、個々の私学に

おいてもそれがきちんと説明しているのかというと、必ずしもわかりやすく説明して

いない大学が多いのではないかという気がします。今、情報開示の議論が進んでいま

すけれど、そういった議論が進むことによって、日本でも韓国で起こっているような

議論が起きてもおかしくないのではないかと比較する中で感じました。 

もう一点指摘したいのは、補助金の算定ルールを通じて教育条件を向上、学生の経

済負担を軽減、しかも経営の健全化を向上というその３つの目的を達成するために、

一般補助の算定ルールが実際にこうした目的の実現のために役に立っているのではな

いかということです。韓国でも私学に対する助成はありますが、経常費助成ではなく

競争的資金で、そのときどきの政府の関心で重点的に配分されているので、なかなか

こういうかたちでの貢献が難しいのではないかという印象を抱いています。競争的配
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分、メリハリのある配分というと効率的で、非常に良い配分方式と思われがちですが、

過度にそちらにシフトすると現状で機能している良い面が働かなくなるデメリットも

生じるのではないかと強く感じています。 

とくに韓国の学校法人制度については、私も現在、勉強をしている最中で、つい、

たくさんの話題を盛り込んでしまったように思います。わかりにくかった点について

は、おわびいたします。ただ、少なくとも、今回の分析を通じて、アメリカと日本と

韓国でここが違うというポイントは明確化することには成功したと自分では評価して

いるのですが、今後は、その違いが何を意味するのかとか、それをどう捉えてどうい

う議論に結びつけたらいいのかについて考えてまいりたいと思います。ぜひフロアー

の皆様から、批判やご意見含めていろいろなコメントをいただければとありがたく存

じます。ご清聴いただき、ありがとうございました。 
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